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市政一般質問

田中　博文 議員

　汚水処理人口普及率の向上のため、平成28年度に策
定した「おおむら汚水処理構想」に基づき、平成31年
度から公共下水道区域の拡大工事が予定されている。
このことについては、市内６地区で市民説明会が開催
されたが、市民の十分な理解を得るためにも、再度、
対象地区の公民館単位での説明会を開催してほしいが
どうか。

野島　進吾 議員

　待機児童の約90％が０歳児から２歳児で、この時期
に母親と過ごすことは大切であるが、出来ないのは親
の事情と都合である。大学時代の友人が書いた本には、
「人間本来の本質で最も大事な天性は、自分では学べ
ず、特に３歳ぐらいまでに母親から授かるものであ
る。」と書かれており、母親がその時期に子育てをで
きるような支援が大切である。保育支援のあり方を見
直すことが必要ではないか。

中瀬　昭隆 議員

ＦＲＰ船の廃船活用方法

上下水道事業の市民説明会

答

保育所待機児童と
子育て支援

答

　道路交通法の改正により、平成29年３月以降に取得
した普通免許では、消防団配備の3.5ｔ以上の車両の
運転ができなくなり、準中型免許の取得が必要となっ
た。国は、消防団員の準中型免許取得に要する経費を
助成する自治体に対し、特別交付税措置を決定した。
このことは、大村市の政策要望の成果でもあるため、
市には助成制度の創設を求める。

　ＦＲＰ船は、木造船より軽量で耐久性に優れている
ことから、広く普及している。しかし、県内では老朽
化が進み、廃船数も増えている。廃船は産業廃棄物に
分類され、処理費用も高額なことから、放置艇が問題
視され始めている。このため、廃船後の活用として、
漁礁化の検討や、廃船処理費用に助成する考えはない
か尋ねる。

神近　寛 議員

国を動かした大村市と
大村市消防団

　下水道区域の拡大に伴う地元説明会につ
いては、地元との日程調整を行い、再度、

開催したい。　

　現在、国においては、働き方改革として
さまざまな取り組みが進められようとして

いるが、直ちに状況が変わる
とは考えられない。市として
は、特に１歳児、２歳児の高
い保育ニーズに対し、引き続
き、保育所等の受け皿確保に
努めていきたい。

答答 　国において、自治
体への財政措置が設

けられたため、消防団と協議
を行った上で、早急に助成制
度をつくり、平成30年度の補
正予算で対応できるよう検討
したい。

 ＦＲＰ船の廃船処理費用に対する助成に
ついては、費用負担面以外に、補助の目的

である公益性なども含め、今後研究・検討したい。
また、廃船となったＦＲＰ船の漁礁化については、
コンクリート漁礁よりも費用がかさむことから、
県内では現在ほとんど事例がなく、活用は難しい
と考えているが、県などを通じて情報収集に努め、
研究したい。
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防犯・防災防犯・防災

防犯・防災 防犯・防災

３月定例会では、20名の議員が質問を
行いました。主な内容をご紹介します。

　３年以上活動していない自主防災組織は、未結成と
同じなのではないか。再度、防災訓練や講習会など、
行政による支援が必要である。また、自主防災組織と
各消防分団の関係を強化し、組織の活性化を図る必要
があるのではないか。

田中　秀和 議員

　市内の全世帯を対象に無償貸与されている「防災ラ
ジオ」について、某町内会の不燃物収集日に２世帯分
の２台が廃棄されているとの報告を受けた。市民に対
する、「防災ラジオ」の取り扱いや保管、市外等へ転
出するときの返還方法についての周知不足は論を待た
ないところである。今回の事案を受け、今後の対策を
どのように考えているのか尋ねる。

山北　正久 議員

総務行政

自主防災組織の活動状況は

答

「防災ラジオ」の不燃物廃棄

答

　消防団員の準中型免許取得費用への補助は考えてい
るのか。また、消防団員の活動服は、規則では４年経
過後、新たに支給することとなっているが、更新計画
はあるのか。また、消防団員の出動手当は、出動した
人数分が支給されているのか。

　訓練が行われていない自主防災組織に対
しては、文書の送付や地区別ミーティング

等での呼びかけなどを行っているが、てこ入れの
ため、再度通知するほか、住民からの声が広がる
よう、広報に取り組みたい。また、自主防災組織
と各消防分団との連携については、訓練が行われ
るときには、極力地元の分団にも参加してもらっ
ているが、100％ではないため、今後、分団と町
内会の連携について消防団と協議したい。

　市外転出者等の防災ラジオについては、
返却していただくよう、防災行政無線で放

送するなど、しっかりと効果的に周知を行ってい
きたい。

答 　消防団員の準中型免許取得については、
自治体が取得費用への助成を行った場合の

助成額に対して、国が新たに特別交付税措置を行
うようになった。今後、他市の状況などを踏まえ
つつ、消防団とも協議を行い、しっかりと取り組
みたい。また、消防団員の活動服については、平
成30年度当初予算に600名分の予算を計上してい
る。また、出動報酬につ
いては、消防団と必要人
数を協議し、30年度当
初予算で増額している。

朝長　英美 議員
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